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基本経済政策『Japan Ahead 2』(2018年4月)
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インテリジェントハブ化構想（2018年4月）
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施策プラン 具体的施策項目

インテリ
ジェント・
ハブ化構想

①ヒト、チエ、カネを日本に

②法人税の引き下げ(20％程度に)

③イノベーション・スタートアップ支援

④競争力があり世界に通用する真の働き方の環境整備

⑤グローバル人材育成

⑥社会還元のためのフィランソロピー



具体的施策 ヒト、チエ、カネを日本に① （2018年4月）
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在留資格制度の改善等

➢ 海外から招致する起業家、技術者と彼らの同行者(家族、家事手伝い等)
を対象とした制度構築拡充、要件緩和、取得までの期間短縮、電子申請

など

➢ 企業内転勤における転勤前1年以上勤務の条件緩和

外国企業・海外ＶＩＰの招致活動

➢ 政府トップレベルによる活動強化

➢ 海外ＶＩＰ等を中心にした『日本ファン』獲得プロジェクトの構築



具体的施策 ヒト、チエ、カネを日本に② （2018年4月）
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招致者への税制上の優遇措置

➢ 海外から招致する起業家・技術者に対する所得税・住民税の大胆な優遇

➢ 海外から招致した企業に対する法人税の優遇(欠損長期繰越しなど)

外国人にとって働きやすい環境の整備

➢ 居住面・生活面・教育面等での外国語対応の促進
(個々の場面でのＫＰＩを設定し定期的にモニタリングして結果を公表・評価する

仕組み)

➢ 居住面・生活面・教育面等での具体的な困りごとへの解決策の提示
(銀行口座の問題、不動産賃貸借契約の問題などに特区等で対応)

➢ 外国人受け入れ企業への優遇策
(外国語対応を進める企業への税制面を含めた優遇、日本人社員による英語研修費用・
検定試験受験費用等の所得税優遇など)
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⚫ 移民は、補完的な労働力として、地域の産業基盤や
顧客サービスの維持に貢献する。

✓ 設備投資や業界再編といった構造改革を遅らせ、低コス

ト労働力としての移民依存をもたらす可能性には留意。

イノベーションの源泉

人
口
減
少
へ
の
対
応

⚫ 移民は、①イノベーションの源泉、②人手不足への対応、③生活者としての新
たな需要、という観点から重要

⚫ 移民は、高い起業マインドを通じた技術革新や新
商品・サービス開発、海外需要取り込みなどによ
り、イノベーションの源泉となる。

人手不足

新たな需要
⚫ 労働力の代替・補完としてはAI/ロボットの活用も

期待されるが、移民は生活者として新たな需要も
生み出す。

移民受入れの意義
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受入れ体制の整備
-ビジネストラック・レジデンストラックの推進
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ビジネストラック：例外的に出入国が認
められ、「活動計画書」の提出等の更な
る条件の下、14日間の自宅等待機期間中
も、行動範囲を限定した形でビジネス活
動が可能となるスキームで、主に短期出
張者用

レジデンストラック：例外的に出入国が
認められるが、入国・帰国後の14日間の
自宅等待機は維持されるスキームで、主
に長期滞在者用（駐在員の派遣・交代
等）
※当面は、成田、羽田、関西の３空港での受入れ

追加的な防疫措置

（出所）タイ・ベトナムとの間のレジデンストラックの手続きについて説明会資料

⚫ 懸案であった在留資格を持つ外国人の再入国が原則解禁となったことは第一歩

⚫ 追加的な防疫措置等を設けるビジネストラック・レジデンストラックについて、国内の感
染症対策と合わせて早急に整備していく必要
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受入れ体制の整備
-外国人家事支援人材-

⚫ 家事代行業務は外国人の就業が原則として認められてこなかったところ、共働き世

帯の増加に伴い、家事代行のニーズが高まる中、国家戦略特区において、自治体や

国の機関から成る第三者管理協議会の設置など一定の枠組みのもと、外国人家事支

援人材の受入れが開始（2016）。

✓ 経営者、弁護士・会計士、高度専門職等の在留資格を持つ外国人の家事使用人のための特

定活動ビザは存在。

⚫ 現在、国家戦略特区でのみ受け入れられている外国人家事支援人材について、全国展開

と在留資格を更新可能にすることを図るべき。
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⚫ 2018年の利用実績は利用世帯数で約

20,000世帯と17年の約4,000世帯か

ら大きく伸びており、外国人家事支

援人材は社会に浸透しつつある。

（出典）国家戦略特区杭域会議「平成 30 年度 指定 10 区域の評価について（案） 」（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/190531goudoukuikikaigi/shiryou1_1.pdf）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/190531goudoukuikikaigi/shiryou1_1.pdf


（出典）HSBC Expat, Expat Country Guides (https://www.expatexplorer.hsbc.com/country-guides/japan/living）

⚫ 優秀な移民受入れには、給与以外にも、家族の安全（治安、医療福祉）、子女の高度教

育へのアクセス、国籍差別のない社会制度、などの充実が必要。

⚫ HSBCが毎年公表する、海外に居住し働く人々の意見が反映された「住みやすい国ランキ

ング（2019）」で、日本は33か国中32位。

✓ 特に、「コミュニティの閉鎖性・定着しやすさ」のほか、「子供の友達作り・教育内容・学校制

度」については特に低い評価。

外国人共生のための環境整備
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https://www.expatexplorer.hsbc.com/country-guides/japan/living


外国人共生のための環境整備
-子供の教育環境-
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日本のインターナショナルスクール校数とアジア比較（2018年）



（出所）東京都防災ホームページより

外国人共生のための環境整備
-多言語での情報発信・受信体制-

⚫ 金融行政ほか各種行政対応の多言語化対応のデフォルト化

⚫ 政府・自治体のコロナ対策情報、在留資格関連情報等の各国語による発信を抜
本的に強化すべき

✓ 入管はマンパワー的に追いついておらず、例えば、東京都外国人新型コロナ生活相
談センターのような積極的情報発信を全国で行えるようにすべき。

✓ 各国の駐日大使館や民間事業者等との情報連携も必要

（出所）ワンビザホームページ
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⚫ 多様性は企業の生産性向上に繋がり得るが、受け入れ態勢が整っていないと逆効果にもな

る。多様性に対応するための計画・ビジョン、柔軟な働き方等が必要。

⚫ 政府として、外国人受け入れに取り組む企業、個人を支援できないか。

法人税の軽減措置

所得税の軽減措置

企
業

個
人

（出典）内閣府「令和元年度年次経済財政報告」（https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je19/index_pdf.html）

人材の多様性と生産性 政府による支援

外国人共生のためのさらなる環境整備
-政府による民間企業の取り組み支援-
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https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je19/index_pdf.html


✓ 外国人職員のキャリアパス明確化、技能水準向上・資格取得に対するサポート

✓ 外国人職員に対する日本語教育支援（特にビジネス日本語）、企業の英語化 等

✓ 外国人職員に対する住宅の確保その他の生活支援

✓ 企業内における異文化・慣習への配慮 （やさしい日本語、食堂におけるベジタリア

ン・ハラル食提供、礼拝所の整備 等）

✓ 日本人職員・地域コミュニティとの間の相互交流・異文化理解促進事業の実施

※ 地方の企業に対し優遇措置を深掘りすることで、地方への外国人材の誘導が可能

認定対象（案）

⚫ 外国人の労働環境・生活環境を改善するとともに、日本人職員・地域コミュニティと

の共生を図る企業の取り組みを、法人税の軽減措置で支援。

⚫ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（いわゆる「くるみん認定」）及び認

定対象への税制優遇措置等を参考に

① 外国人の定着、日本人職員・地域との共生に取組む企業を公的に認定

② 法人税の優遇措置を講じる

具体的な支援策

外国人共生のためのさらなる環境整備
-外国人の定着・共生支援税制（案）-
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金融デジタライゼーション
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⚫ 金融は書面・押印・対面文化が多く残る。規制業種であり、当局への報告事項も多い。
対顧客サービス・当局へのレポーティングと監督業務のデジタル化が必要

⚫ そのためには①金融分野・非金融分野での規制改革と、②スタートアップの活躍が重要
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アナログ原則の完全撤廃 新しい規制・制度による新市場の創出

① 社会全体のデジタル化の推進
➢ 『社会全体のデジタル化』を進めるための更な

る立法措置
➢ 『アナログ原則』撤廃のための一括整備法令
➢ デジタル手続きへのインセンティブ措置や優先

的処理

② ＤＸ推進のための国民運動の実施
➢ ＤＸを阻む『アナログ慣行』の見直し（営業を

インサイドセールスに転換／バーチャル株主総
会へ転換／リモートワーク推進）

➢ オンライン選挙、インターネット投票
➢ 政府会議・記者会見等のオンライン対応推進

③ レガシー規制の見直し
➢ ＡＩ等を活用した新たな事業融資制度構築
➢ 株式投資型クラウドファンディング規制見直し
➢ リスクテイク投資家層の拡大/私募ルール見直し
➢ AI・ブロックチェーンを前提とした規定見直し
➢ デジタル著作権法制整備
➢ オンラインでのエンタメ市場・スポーツ振興・

コンテンツ拡大のための関係法令整備（ギフ
ティングやオンラインベッティング等）

④ データを連携・活用できる環境の整備
➢ オープンデータ推進とＡＰＩ開放デフォルト化
➢ 個人情報保護法制2000個問題
➢ 国/地方の情報システムの標準化／クラウド化

（地方のLGWANシステムの問題解消）※自治体は、

クラウド化の方針が不明確であり、ネットワーク分離が前提となっている
ため、依然としてテレビ会議やネット申請対応などが進まない構造

⑤ 規制・制度のＤＸ等を進めるための枠組みの整備
⑥ 規制・制度の適用と執行のイコールフッティング

どちらにとっても基盤となる仕組みの整備

規制・制度のＤＸ ~打ち手の全体像~ （2020年4月提言）



分野 関係法律等 問題の所在 必要対応策

医療 次世代医療基
盤法
医薬品医療機
器法

➢ 医師等に法律の要請より厳格に情報管理を行
う意識がある一方で、基準が曖昧であるためデー
タ利用が進んでいないという声

➢ 医療データに特化した適切なルールを設計するこ
とでデータの流通促進を図るべき

➢ 電子処方箋等のデジタル化の推進も必要
➢ プログラム医療機器の審査が遅くAI医療機器開
発の遅延要因に

➢ 医療仮名化情報（当該データ単体では特定の個人を識別でき
ないデータ）について、データの送り手・受け手を医師及び指定さ
れた研究者に限定するなど一定の要件の下、本人の同意なしで
第三者提供を可能とする（CTスキャンの画像データなど）

➢ 電子処方箋引換証の紙交付のデジタル化
➢ プログラム医療機器の審査期間の短縮（現状最短２年→半
年程度に）

金融 貸金業法
割賦販売法

➢ 既にAI活用が進む金融分野においてもさらなる
イノベーションの可能性

➢ 新たな金融サービスを実装するための法的制約
を取り除いていく必要

➢ クラウドソーシングデータ等を活用した新たな与信制度として、貸
金業法や割賦販売法の年収による総量規制等を見直し、非正
規雇用やフリーランス等も広く与信を得られるようにする

➢ AIによる精緻な与信審査により短期融資が可能になっているた
めスモールビジネス向け融資として金利制約（年利換算）を柔
軟化

交通 道路交通法
道路運送車両
法

➢ CASE、MaaSの進化に向けた国際競争が激
化

➢ 自動運転実証の加速化やMaaS実装に向けた情報連携

不動産、
建築

建築基準法 ➢ 人出不足等による施工管理や検査などにデジ
タル技術等を入れる必要性が高まっている

➢ 建築物の定期検査等に目視でなくドローンを利用できることの明
確化等

教育 調達の見直し
等

➢ 初等中等教育においても国際的な教育デジタ
ル化の流れの中で大きな遅れ

➢ ノートPCやタブレットの利用などITインフラの共同調達による迅速
整備、遠隔教育の推進、教育コンテンツの普及

公共調達・
政府統計、
その他横
断的整備

調達の見直し
統計法
個人情報保護
法 等

➢ 政府や自治体等によるデータ利活用の遅れ
➢ 政府統計で取得した調査票やそれに基づく匿名
データ等はデータとして付加価値があるが未活用、
一層の有効活用が統計制度の発展にも資する

➢ 公共におけるAI活用へのインセンティブ設計（診療報酬でのAI
加点や公共窓口の一元化に向けたAIチャットボット活用補助金
など）

➢ 統計法の匿名データについて一定のセキュリティを担保した企業
の事業目的にも利用できるよう改正

➢ 利活用を主軸に置いた個人情報保護法等改正 19

AIを前提とした規定への見直し



◼ 分散型システムを前提としてない法制度の再定義

関係法律等 法律の概要 問題の所在

電子署名及び認証業務
に関する法律

➢ 電子署名が本人のものであると
の認証業務について、本人確認
方法等の信頼性を判断する目安
を規定

➢ 認証対象となる設備の要件がクライアント・サーバモデル
のみを想定

➢ 認証業務を技術的に分散的に処理するアーキテクチャの場
合、どのように認証業務が認証されるのか不明

電子記録債権法

➢ 企業が保有する手形や売掛債権
を電子化し、インターネットで

取引可能な決済手段とすること
により、債権の流動化や資金調
達の円滑化等を図るもの

➢ 電子債権記録業を営む電子債権記録機関の要件が、単独事
業者のみを想定

➢ 電子記録のシステム要件が、クライアント・サーバモデル
のみを想定

社債、株式等の振替に
関する法律

➢ 株券の電子化により、株主の権
利をほふりや証券会社等の口座
で管理する「株式等振替制度」
について規定

➢ 有価証券の権利移転は、許認可対象である中央管理者（金
融商品取引業者、取引所、振替機関）を通じて行われるこ
とが前提

不動産登記法
➢ 不動産の表示や権利を公示する

ための登記について規定
➢ ブロックチェーンによる権利移転や記録が想定されておら

ず、登記として対抗要件にならない

民法
➢ 債権譲渡の第三者対抗要件であ

る確定日付ある証書に関して規
定

➢ 確定日付ある証書は原則紙が前提。例外も、指定公証人に
よる日付情報付き電子ファイルに限定

ブロックチェーンを前提とした規定への見直し

20



DX推進にあたってのスタートアップの活躍

21
（出所）FDI Intelligence

（出所）RegTech/SupTechに係る今後の在り方に関する検討会

⚫ 対顧客サービスを中心としたFintechについては日本でもスタートアップの活躍が活発。
Regtech・Suptechなど、規制・監督分野でもスタートアップの活躍が期待される

⚫ 先行する英国などでは当局がイベントやカンファレンス積極的に開催し、エコシステム
形成に取り組み

英国におけるRegtech・SupTechへの取り組みFinTech分野における東京の立ち位置
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１．新経済連盟について

２．外国人受け入れ・共生

３．DX

４．視点③スタートアップ支援・振興

５．税制

Appendix. 各種提言関係資料



足元のスタートアップ市場の状況
-呼び水的な支援の必要性-

23

⚫ 20年度上期のスタートアップの資金調達はコロナの影響あったものの、まずまずの着地。
エコシステムの成熟とDX推進にあたってのスタートアップへの期待を反映

⚫ 一方、シード期への投資は減少しており、呼び水的な投資としての政府支援も必要
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スタートアップエコシステムにおける東京の立ち位置
-外国人受け入れの必要性-

⚫ Funding（資金調達）、
Knowledge（研究・特許
など）の評価は高い。

⚫ 一方、Connectedness
（アクセラレーターや
ミートアップ）、Market 
Reach（グローバル市場
への展開）の評価が低い。

初期のチームアップにおけ
る外国人採用は重要なポイ
ントの一つであり、この点、
外国人受け入れの環境整備
はスタートアップにとって
も重要



➢ 投資促進

• 政府系ファンドによる
マッチング出資

➢ スタートアップに特化した
融資要件の創設、専用の受
付窓口の設置

➢ 負担の大きい固定費（家賃、
人件費）の支援

➢ スタートアップ向けの支援
パッケージの一元的な情報
集約、メッセージの発信

➢ 公共調達の改革

➢ オープンデータの推進

➢ 税制措置

• 小規模PoC（実証実
験）に対する支援

• オープンイノベー
ション税制の拡充

• その他
（Appendix）参照

3段構えのスタートアップ支援
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超短期 短期・中長期

➢ すでにスタートアップ
投資（特にシード期）
は冷え込みの兆候

➢ 先細りしないような投
資の下支えが必要

投資支援 社会実装支援資金繰り支援

➢ 従来型の支援パッケージは
中小企業が主な対象

➢ スタートアップの事業モデ
ルに当てはまらず（特に売
上減少要件）

➢ 官民の徹底的なDX推
進にスタートアップ
の一層の活用が必要

問
題
認
識

対
策

早期執行、運用
の具体化が必要

支援・振興策
拡充が必要



◼ 投資促進

➢ コロナ対応やDX推進に資する技術・サービスの開発を目指すスタートアップへの投資
については政府系ファンドからマッチング出資

◼ 税制措置

➢ 大企業と連携した小規模なPOCを支援

• スタートアップ投資促進のため、オープンイノベーション税制が創設されたが、さ
らに初期スタートアップ支援のため、大企業と連携した小規模なPOCを税制優遇

• 投資は検討に時間がかかるため、小規模POC案件の活性化により、初期スタート
アップは当面の資金繰りをしのぎつつ、実績作り

• その後、投資を受けたらすぐに本格的なプロダクト開発に着手し、実際にPOCを
行った企業に売り込むなど、より大きな売上を生めるサイクルを作る

➢ コロナ対応やDX推進に資する技術・サービスの開発を目指すスタートアップへの投資
については、オープンイノベーション税制を拡充

➢ その他の振興策についてAppendixも参照

➢ 日本はスタートアップ投資でCVCの占める割合が大きいが、本業が打撃を受け
ると早々に規模縮小する可能性があり、先細りしないような投資の下支えが必要

スタートアップ投資の支援
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支援・振興策
拡充が必要

早期執行、運用
の具体化が必要



➢ 東京都のコロナ対策サイトなど、スタートアップの持つ技術・スピード感の必要
性が広く認識されたところ

➢ スタートアップの有する新技術、新サービスを政府機関・自治体等で積極活用し、
社会実装を促進

⚫ 公共調達の改革

➢ 緊急時における随意契約の柔軟な活用促進

➢ 公共調達へのスタートアップの参入を促すような、入札の参加資格要件、仕
様、審査プロセス、契約・支払い手続きなどの見直し

⚫ オープンデータの推進

➢ 中央政府・地方公共団体等によるオープンデータ政策の推進とＡＰＩ開放の
デフォルト化

➢ 個人情報保護法制2000個問題の解消

➢ 国/地方の情報システムの標準化の推進（地方のLGWANシステムの問題解
消）等

スタートアップによる社会実装支援
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支援・振興策
拡充が必要



【参考】補正予算等における手当
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➢ 日本公庫・中小機構を通じた資本性劣後ローン、JIC・DBJによる投融資枠の拡充などに
より、スタートアップ向けの支援パッケージは一定程度充実

➢ 既存の体制ではノウハウ・マンパワー不足する部分もあり、早期実行のため、民間金融機
関・VCとの連携など機動的に行う必要
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１．新経済連盟について

２．外国人受け入れ・共生

３．DX

４．スタートアップ支援・振興

５．視点④税制

Appendix. 各種提言関係資料
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➢ これまで上げたような各種施策は日本の魅力向上のために重要だが、国際金融都市構想実
現にあたっては、そもそもの前提として税の問題があるとの認識

➢ 国際金融都市構想の実現を目指すのであれば、税制についても議論する必要があるのでは
ないか

（出所）JIAM（一般社団法人国際資産運用センター推進機構）海外投資家サーベイ

（出所）東京都「国際金融都市・東京」構想 ～「東京版金融ビッグバン」の実現へ～

国際金融都市構想と税制

海外投資家から東京の課題 東京都「国際金融都市・東京」構想（抜粋）



新経済連盟の税制提言（抜粋）

◆ 新型コロナウイルス感染症が世界中で広がり、日本でも社会経済
に大きな影響。短期的には潤沢な資金を市場に供給する仕組み
（国・民間）の充実とそれを支える税制が必要

◆ 一方、アフターコロナ／ウィズコロナを念頭に中長期で日本発の新
興企業を誕生させるための打ち手も重要。具体的には、

1. イノベーションの核となるスタートアップやベンチャー企業の成長段
階に応じたメリハリのある税制（創業期・研究開発型は還付、成
長期は赤字繰延、充実期は控除等）の構築が必要

2. グローバルで進むDXの流れと無形資産投資を直視し、既存の設
備投資・研究開発税制等を見直し、SaaSやAI、人材・教育投
資等のDX推進を税制で後押しすべき

（出所）「コロナ問題を乗り越えるための税制提言」
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10689.html 31
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